
水産物のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
対応方向

➢ 引き続き、原発事故に伴う
輸入規制の緩和・撤廃に向
けて韓国等の重点国を中心
に働きかけを実施

➢ 引き続き、原発事故に伴う輸入規制の緩和・撤廃に向けて
韓国等の重点国を中心に働きかけを実施する。

➢ 農林水産省

➢ 引き続き、輸出先国におけ
る各種規制への対応を継続

➢ 輸出先国の各種規制に関して情報収集を行うことで輸出先
国が求める衛生証明書等へ対応するとともに科学的根拠
や国際的な規定等に基づき、フグの輸入解禁等に向けて
必要に応じて働きかけを行う。

➢ 農林水産省

➢ 輸出拡大協議会が、欧州委員会の担当官等を招へいし、
EU・HACCPに関する事業者等を対象としたセミナーを実施
する。

➢ 大日本水産会とジェトロが共催により国内HACCP入門セミ
ナーを開催する（12回予定）（1～5月に釜石、福岡開催
済）。セミナーは、ジェトロによる輸出の流れ、留意すべき輸
出条件及び海外バイヤーのコメントの詳説を内容とする「水
産物輸出の基礎知識」、大水によるHACCP取得の必要性
と初歩の手引きを内容とする「水産物輸出に向けたHACCP
講習」の２部構成により実施。

➢ 大日本水産会が、HACCP認定加速化支援事業（水産庁補
助事業）等により、HACCP３日間講習を開催する（18回予
定）（1-6月に7回開催済（釧路、東京、石巻、紋別、静岡、東
京、盛岡））。

➢ 水産庁及び厚生労働省（都道府県等）により、対EU・
HACCPの認定を実施する（1-5月認定数：5（32→37））。

➢ 大日本水産会及び厚生労働省（都道府県等）により、対米・
HACCPの認定を実施する（1-5月認定数：6（259→265））。

➢ 対EU、対米HACCP認定取得水
産加工施設数の着実な増加に
繋げていくために、引き続き、国
内事業者向けのHACCP講習会
等を開催することが必要ではな
いか。

対応方向
（Act）輸出拡大方針

分析（Check）

定性評価

輸出拡大方針（Plan）

活動内容 実施主体

実績（Do）

輸出相手国へ
の働きかけ等
(原発事故に伴
う輸入規制の緩
和・撤廃に向け
て、科学的根拠
に立った対応を
要請する等）

厚生労働省（都道府県等）で
の認定に加え、水産庁も認
定主体となり、水産加工施
設の対EU・HACCP認定を行
う（平成26年度10月より業務
開始）ことや、HACCP講習会
の開催等により、対EU・
HACCP認定取得水産加工
施設数の拡大を図る。

品質管理体制
の確立（対米・
対EU向け
HACCP取得の
促進等）

【EU・HUCCP認定取得施設数の拡大】

【その他規制への対応】

【原発事故にかかる対応】

➢

➢
➢
➢
➢

➢ 水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会
大日本水産会
農林水産省
厚生労働省
ジェトロ



水産物のＰＤＣＡシート

輸出戦略上の
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対応方向
（Act）輸出拡大方針

分析（Check）

定性評価

輸出拡大方針（Plan）

活動内容 実施主体

実績（Do）

➢ 重要国向け衛生証明書の発
行機関の拡充などに関係省
庁と連携して取り組む。原産
地証明書についても、発給
体制の整備に努めるなど、
可能な限り迅速な証明書発
行に取り組む。

➢
➢

原産地証明書等に関して電子証明システムを導入する。
一部の都道府県等を発行機関に追加する。

➢
➢
➢

農林水産省
厚生労働省
地方自治体

➢ 引き続き、生産・流通段階に
おける品質保持技術の向上
の取組を継続

➢ 有識者の参加を得た国内検討会において、品質保持技
術、変色防止技術、コールドチェーンの改善方法等に関す
る最新の情報収集及びその実現可能性を検討する。

➢

➢

水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会
事務局

【輸出体制の整備等】

➢ ➢ 日本産水産物のPRパンフレットを作成する。 ➢ ➢ 今後もジェトロのサポートを得つ
つ、各品目団体との連携を通
じ、一体的に取り組むことが必
要ではないか。

➢ 海外における日本産水産物のプロモーション活動を実施す
る（EU、東南アジア、中国等で実施予定）。このうち、5月に
ロンドンで品目別輸出団体が連携してセミナーを開催し、Ｐ
Ｒを実施した。

➢

➢ 輸出拡大協議会の取組の一環として、10月にロシアにおい
て、コメ・コメ加工品の輸出団体と連携し、刺身などの水産
物とコメ・日本酒をセットでのＰＲを実施する。

➢ 安定供給が課題となっている水産物を特定した上で、有識
者の参加を得た国内検討会において産地間連携等の方策
等を検討する。

➢

➢

水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会
事務局

➢ 重点品目及び国・地域を特定した上でのマーケット調査を
実施する（国内検討会において詳細な調査内容を議論予
定）。

➢ 水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会

【証明書発行の迅速化】

日本産水産物のブランディング
を進める上で養殖魚と天然魚と
の違いや産地ブランドとの関係
性について検討する必要があ
る。

迅速な証明書
発行体制の構
築

品質保持（冷
凍・解凍・一次
加工）技術の向
上

生鮮・加工品の
組合せ販売・産
地間連携の促
進による安定供
給

水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会

【品質保持技術の向上】

水産物の輸出団体を設立
し、当該団体の下で、季節に
応じた様々な魚種の組合せ
による周年供給体制の実現
や、日本産水産物の認知度
向上・ブランディング、有望
国のマーケティング等の取
組を継続。

養殖生産物を
はじめとする日
本の魚のブラン
ディング
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➢ ➢ 輸出拡大協議会が、ジェトロの協力を得て、海外のバイ
ヤー等を招聘し、国内事業者等に対して今後の輸出にあ
たってのポイントについてのセミナーを実施する。6月に東
北で4カ国の海外バイヤーによるセミナー・商談会を実施し
た（仙台（６月 東北復興水産加工品展示商談会）、九州（10
月））。

➢

➢

水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会
ジェトロ

➢ 水産見本市においてジャパンパ
ビリオンを設定することで、オー
ルジャパンのブランドをBtoB向
けに広報・集客効果をより高め
ることができた。また、出展者全
てがHACCP取得済みのため、
海外バイヤーの信頼を獲得する
とともに、はまち、ほたて、うなぎ
製品などの品目を中心に大きな
成約を上げた。

➢ ジェトロが、水産品専門見本市において、ジャパンパビリオ
ンを設け、日本産水産物の一体的な販路拡大を実施する。
3月の香港の見本市で、日本真珠輸出組合との連携で6年
連続してジャパン・パール・パビリオンを出展した。
　・3月 米国Seafood Expo North America（出展者数：10社）
　・3月 香港Int'l Diamond, Gem & Pearl Show
　　　　　（5社・１団体：計100社）
　・4月 ベルギーSeafood Expo Global
　　　　　(13社：前年度出展者数を倍増）
　・11月 中国青島（Seafood Expo）

➢ 海外バイヤーに対し、日本産水
産物・水産加工品の評価をより
高いものにするためにも、今後
も継続的に取り組むことが必要
ではないか。

➢ ジェトロが、水産品を含む食品総合見本市への出品支援
と、国内商談会でのマッチング支援を実施する。

現地ネットワー
クやノウハウの
蓄積を活かした
継続的なサポー
ト
重点国・地域へ
の進出に必要
な情報の提供
や売込手法の
提案

輸出拡大協議会とジェトロの
連携による事業者支援の枠
組みを継続し、輸出に取り組
む事業者へのきめ細やかな
サポートを実施。

【ジェトロとの連携強化】
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輸出拡大方針（Plan）

活動内容 実施主体

実績（Do）

➢ ➢ ・輸出拡大協議会が平成27年度に実施する国内検討会や
マーケティングの結果をとりまとめた報告書を作成し、事業
者等に広く配布するとともに、報告会を開催する。

➢ 水産物・水産加
工品輸出拡大協
議会

➢ 大日本水産会とジェトロの共催により、2月アグリフード
Expo/シーフードショー（大阪）を開催し、広報展示や海外バ
イヤー商談会・工場訪問をアレンジを実施した。また、水産
物の重点市場であるアフリカのコードジボアールからサブ
サハラ地域では初めてバイヤーを招聘した。

➢
➢

➢ 展示会・商談会等イベントに参加した海外バイヤーや国内
事業者に調査票を配布・聞き取り等で、商品に対するバイ
ヤーの評価、国内事業者が得た商品開発のヒントや改良
点を確認、今後の活動に活かす（8月アグリ・シーフード
ショー（東京）、10月フードエクスポ(九州）への参画など）。

生産者・流通・
小売業者等が
連携した水産物
輸出のビジネス
モデルの構築

品質管理体制の確立、産地
間連携の支援、ジェトロを通
じたサポート等を継続的に
実施

大日本水産会
ジェトロ

➢ 2月アグリフードExpo/シーフード
ショー（大阪）での商談件数は
252件に上り、水産物のコンテナ
単位での取引を希望する商談が
多くみられた。また、水産物の重
点市場であるアフリカのコードジ
ボアールから初めてバイヤーが
招聘されたことは、日本企業に
とっては未開拓の新たな市場と
して関心も高く、大型成約につな
がる見込みであり、今後もこうし
た有望地域への商流構築に向
けて継続的に取り組むことが必
要ではないか。

【ベストプラティクスの構築に向けた活動】


